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1．はじめに
　2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震を契機とする東日本大震災は、多くの
死傷者、建造物の倒壊、液状化現象や地盤沈下、そして原子力発電所の事故などを生む惨事
となり、国の災害時対応や防災政策の問題点を数多く露呈させた。東京という大都市が災害
に対して持つ「弱さ」もそのひとつである。地震やそれに伴う停電、交通網やライフライン
の寸断、通信網の輻輳により、地震当日は帰宅時間を迎えた東京が混乱の様相を呈した。短
時間ながらも、東京近郊には大量の「被災者」が発生したのである。
　災害（disaster／ hazard）や危機（crisis）は、人々の生活を非日常的なものへと急変させ、
置かれている状況や見通しに対する曖昧性（ambiguity）や不確実性（uncertainty）を生じ
させる（Hirschburg et al.,1986）。仁平（2009）は、「安心（feeling of security）」とは恐
怖や不安がないことではなく信頼感が欠如した状態であると述べているが、地震によって生
じる曖昧性や不確実性は人々に不安やストレスを生じさせ、平時とは異なる行動を誘発する
ことがある。つまり、災害対策や危機管理を講ずる際には、不安やストレスを生み出す要因
を見極め、それを軽減するための方策を採ることが求められるのである。
　災害対策や危機管理の研究では、不安やストレスを軽減させるために必要な情報をどのよ
うに伝えるかという点も重視されてきた。その意味で、東日本大震災の報道を振り返る試
みは、今後の災害情報の在り方を考える上で有意義なものであると言える（例えば、遠藤 , 
2012）。だが、一般的に、災害情報についての研究は、メディアを管理手段（management 
tool）として捉える傾向があり（Perez-Lugo,2004）1、「どの手段を用いたか」「どの手段が役
1 災害情報について言えば、予防や啓発に重きが置かれる「平常期」、予報・警報といった情報
が求められる「警戒期」、被害・安否情報や勧告が必要となる「発災期」、復旧や災害対応についての情
報に関心が集まる「復旧・復興期」といった各フェーズにおいて求められる情報は異なるため、その
必要性に沿った支援を行う必要があるとされる（小田 , 2004; 中村 , 2007）。また、災害・危機の種類
によっても必要とされる情報が異なるという指摘もある（中村 , 2004）。だが、実際の災害報道を検証
した諸研究によると、メディアが送り出す情報は、出来事志向的・事後的であり（Barnes et al.,2008; 
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立ったか」という表層的レベルに留まるものが多い。それらの利用に影響を及ぼした利用者
側の要因は何かを明らかにすることは、「災害時には○○が役立つ」という短絡的な言説で
はなく、災害情報の在り方を考える意味でも必要な作業になり得る。
　以上の問題意識に基づき、本論文では、東洋英和女学院大学の学生と保護者を対象とした
アンケート調査をもとに、東日本大震災における関東圏の人々の意識と行動について検討す
る 2。
2．調査概要
　本論文では、本学の「社会調査演習Ⅰ・Ⅱ」のクラス（2011年度／林・小寺担当）で実
施した「メディア利用および震災時行動に関するアンケート調査」のデータを用いる。本調
査の概要は以下の通りである。
（1）調査方法
　本調査は、東日本大震災における人々の意識や行動を捉えると同時に、大学の災害対策に
資することを目的に計画された。この観点から、本調査は東洋英和女学院の協力のもと、本
学学生と保護者の方々を対象として実施された。保護者への調査は、大学管理名簿から大学
2・3年次生の保護者の氏名・住所ラベルの提供を受け、ここから関東・甲信越地方の住所
のみを抽出した。さらに 900名をランダムに選び出し、返信用封筒を同封した質問票を郵
送した。学生へのアンケートは、本学教員にゼミでの実施を依頼して行った。同意を得た担
当教員に人数分の質問票を委託し、後日回収する方式を採った。配布数は 500名分に上った。
（2）回収状況
　以上の保護者 900名、学生 500名のアンケートを 2011年 6月に郵送・配布し、7月末ま
でに回収されたものを本調査のデータとして扱うこととした（実際には 8月末日までの回収
分もデータに取り込んだ）。回収率は、保護者 48.8％（回収数 439）・学生 69.0％（回収数
345）であった。
3．災害不安
（1）地震発生時に感じた危険感
　地震発生時に関東圏にいた人たちの中には、身の危険を感じた人たちも少なくない。場所
や誰と一緒にいたかなどとの関係もあるだろう。地震発生時に身に感じた危険について、「自
Sood,1987; Wilkins,1985）、悲観的であり（Wilkins,1985）、行政に災害の責任を帰す論調が目立ち
（Barnes et al.,2008）、専門家ではなく門外漢の公人や一般人がニュースに多く登場する（Hornig et 
al.,1991）といった傾向にあり、必ずしも需要に合致したものとは言い難い。
2 本論文は、1、2、4章を小寺が、3、5、6章を林が分担執筆する。
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分の命の危険を感じるほどだった」（強い危険感）・「命に係わるほどの危険は感じなかった」
（危険感）・「ほとんど危険に感じなかった」（危険感なし）を選択する形式で問うた。ここで
は、地震当日に関東にいた回答者に絞り、また、保護者と学生で世代間比較することを考え、
保護者は 40歳以上、学生は 24歳以下のみのデータを用いた。
　明らかに保護者よりも学生の方が強い危険感を持った割合が高い（保護者では 2割、学生
では 4割）。図 3.1は保護者・学生別に「場所（家、勤務先あるいは学校、その他）」や「誰
と一緒にいたか（ひとり、家族と、友人あるいは同僚と、その他）」を問うた回答分布である。
こうした感じ方には男性と女性の違いも考えられるため、保護者の男性（112人）と女性（298
人）で比較すると、男性に強い危険感の割合が少し高い傾向があり、それは家族と一緒に家
にいた場合に顕著と言える。その他の性別の差は小さいが、図 3.1には女性だけを取り上げ
て学生との比較を示した。
図 3.1　地震発生時の「場所」および「誰と一緒にいたか」と危険感との関係
　保護者（女性）では、自宅より職場にいる方が強い危険感が多い傾向であるが、学生は自
宅にいる方が強い危険感はわずかに多めである。誰と一緒だったかについて見ると、保護者
は友人・同僚といた場合の方が強い危険感の割合が高いが、これは職場において強い危険感
があったのと同調している。一方学生においては、ひとりでいた場合に家族と一緒の場合よ
りも強い危険感を持った割合が高い傾向がある 3。
　「身の危険を感じるほど」という選択肢の表現の問題もあるが、学生と保護者では強い危
険感の回答割合が大きく異なった。20歳前後の学生は保護者世代と比べて経験が少ないた
めに、危険と感じる程度が高いと思われるが、一方、保護者の方が極端なこうした表現を避
3 カイ 2乗検定では、学生の「誰と一緒にいたか」でのみ有意となるが、これだけでの判断は避
けたい。
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ける傾向もあろうかと思われる。
（2）不安感
　調査実施時（2011年 7月）の社会的な不安項目についての不安感である。不安項目は、
統計数理研究所「日本人の国民性調査」（中村ほか, 2009）で用いられている項目 4から、交
通事故、原子力施設の事故、戦争、生活上の経済面についての不安を用い、津波、地震、地
球の温暖化についての不安を加えた。一般調査では性別により不安の感じ方が異なることが
分かっているため、保護者と学生の調査では、保護者を男性と女性に分け、3集団別で回答
分布を示した（図 3.2）。ここでは、地震発生時に関東にいなかった人も含めている。
図 3.2　各項目不安感の集団別分布
4 統計数理研究所ホームページ参照。不安感を尋ねる項目は、1983年調査、1998年調査、2003
年調査、2008年調査で、「重い病気」「街での暴力」「交通事故」「失業」「戦争」「原子力施設の事故」
が用られている。1983年のみ「仕事上の事故」があり、1998年以降は代わりに「経済面の不安」が入っ
ている。「交通事故」の不安は大幅減少、「戦争」もかなり減少しており、「重い病気」「街での暴力」「失
業」「原子力施設の事故」も 1983年からは少し減っている。
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　不安を「非常に感じる」あるいは「かなり感じる」とした合計割合で見ると、保護者の不安は、
原子力施設の事故、地震が最も多く、次いで生活の経済面、地球の温暖化、交通事故である。
性差は、交通事故の不安のみが男性の方に多く、その他の不安は女性の方に多い。学生の不
安が多いのは地震、原子力施設の事故、交通事故、津波である。津波については保護者より
も学生の不安が多いが、学生は現実に起こりそうな地域でなくても不安と感じていると推察
する。地球の温暖化は親も不安はそう多くはないが、学生ではさらに少なく、戦争の不安の
少なさとともに、学生の不安が時流の影響を受けやすい傾向を示していると考えられる。
　2008年度の日本人の国民性調査における関東地域 40歳～ 59歳の層の不安感と、保護者
の性別割合を性比調整した値とを比較した 5。交通事故の不安（「非常に感じる」＋「かなり
感じる」）は国民性調査 61％・保護者 49％、原子力施設の事故の不安は国民性調査 47％・
保護者 78％、戦争の不安は国民性調査 37％・保護者 29％、生活の経済面の不安は国民性調
査 59％・保護者 60％である（図 3.3）。2008年国民性調査では原子力施設の事故の不安が
交通事故の不安よりも少なかったが、今回の福島第一原子力発電所の事故を受けた結果、調
査対象が限定された集団とはいえ、不安が増大し、交通事故の不安、戦争の不安が相対的に
減少したと言えるのではないだろうか。
図 3.3　東日本大地震前との不安感の比較
5 日本人の国民性調査の結果は統計数理研究所のホームページに掲載されているが、地域別 ×年
齢層別の集計は、個票の分析による。筆者（林）は、統計数理研究所在籍時から国民性調査研究に参加し、
統計数理研究所公募型共同研究プログラム（21-共研 -1007，研究代表者：中村隆）でも共同研究者に
加えて頂くなど、共同研究者として個票データ使用が可能となっている。
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 項目によっては、不安を「まったく感じない」とする回答が少ないため、「少しは感じる」
と合わせて「感じない」として、不安の程度を 3カテゴリとし、保護者男性、保護者女性、
学生の 3グループ別に、7項目の不安感の関係を数量化Ⅲ類で分析した。数量化Ⅲ類は主成
分分析と同様の目的を持った質的データに対する分析法であり、カテゴリ回答間の多次元相
関関係が低次元に縮約された値として計算される。その結果、7項目のそれぞれ 3つのカテ
ゴリの値を第 1次元値と第 2次元値の平面図で見ると、7項目の不安 3カテゴリの値は、カ
テゴリ毎に 7項目がほぼ全てがまとまって位置しており、7項目の 3カテゴリがほぼスケー
ルをなすことを表している。例として学生についての分析結果を図 3.4に示す。因子分析を
試行すると（表 3.1）、いずれも 2因子が抽出された。第 1因子と第 2因子の構成は、学生、
保護者男性、保護者女性で異なるが、いずれも交通事故・地震・津波と地球の温暖化・戦争・
生活の経済面に分かれる。原子力施設の事故が、どちらに入るかが異なっている。保護者男
性では、原子力施設の事故がどちらの因子とも言えない中間的な値となる。不安の回答 4段
階のままの分析でも、保護者は男性女性ともに、原子力施設の事故は中間的となる。これら
の因子分析により、不安の感じ方が保護者男性と女性、さらに学生で異なっていることが示
唆される。
図 3.4　数量化Ⅲ類による不安感布置（学生）
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表 3.1　不安感の因子分析（グループ別）
　 学生 保護者女性 保護者男性
　 第 1因子 第 2因子 第 1因子 第 2因子 第 1因子 第 2因子
A.交通事故 .731 .058 .108 .686 .602 .269
B.地震 .824 .167 .310 .738 .842 .104
C.津波 .758 .181 .090 .767 .814 -.023
D.原子力施設の事故 .662 .272 .613 .369 .499 .505
E.地球の温暖化 .305 .699 .791 .064 .150 .757
F.戦争 .409 .571 .631 .232 .294 .597
G.生活の経済面 –.040 .815 .700 .075 –.075 .669
　しかし、因子分析を適用するように計画された質問ではないので、むしろ恣意的に災害不
安尺度として、交通事故・地震・津波・原子力施設の事故の 4項目を取り上げることが、学
生データで抽出され、保護者についてもそう無理ではないことの裏付けと考えたい。いずれ
の集団でも、交通事故・地震・津波は自分自身の身に直接的に被害が及ぶ災害不安、温暖化
や戦争や経済面の不安は環境的不安と言うことができる。災害不安は、被害を受けないよう
注意して備える方策があり、それに対して環境的な不安は身を守る方策が異なるものと捉え
られる。
（3）災害不安と災害後の具体的行動との関連
　災害後の具体的な不安や行動に関する質問について、上記の災害不安尺度との関係も考慮
しながら見ていく。
　まず（1）で述べた地震発生時の危険感と災害不安との関係について、災害発生時に関東
にいた人に限定して、保護者男性、保護者女性、学生で比較したが、どのグループでも関連
傾向は同様であった。そこで、3グループを合わせた分析を行う。
　地震発生時に感じた危険感と災害不安との関係を見ると、「命の危険を感じるほど」では、
災害不安低 24%・中 41%・高 35%、「それほどではないが危険を感じた」では、災害不安低
38%・中 41%・高 21%、「ほとんど危険を感じなかった」では、災害不安低 49%・中 33%・
高 18%である。危険感は前述のように地震発生時の居場所などによって異なるが、総合的
に見て、地震発生時の危険の感じ方とその後の災害時不安は明らかに関連がある（カイ 2
乗値 26.26，p<0.001）。もちろん、災害不安のうち地震に対する不安感だけを取り上げれ
ば、地震発生時に感じた危険感とさらに関連が強い（不安感を 3段階にして、カイ 2乗値
51.7）。
　地震後の具体的な不安と備えに関する質問は、「全くあてはまらない」から「とてもあて
はまる」の 5段階で尋ねている。5段階を点数にあて、グループ別に地震に対する不安感の
程度（3段階）別に平均点を求めたのが図 3.5である。当然ながら、どのグループでも具体
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的な不安を示す 3項目（図の左から 3つ）で地震不安との関連が大きい。災害用荷物の準備
と地震不安との関連は明らかではなく、地震不安が高くても必ずしも準備しているとは限ら
ないと言える。特に学生は保護者よりも不安が高いにも関わらず、備えはしていない。また、
歩きやすい靴は、保護者も学生も不安感との関連が低く、そこまでは備えていないことを示
している。
図 3.5　地震不安と地震後の具体的不安と備えとの関係
　ボランティアについての意識は、保護者には子供（学生）がボランティアに参加すること
への賛否、学生には自分が親だったとしたらどうかを、原発の影響の有無別に尋ねている 6。
当然ながら、原発の影響がある場合とした回答は影響がない場合とした回答よりも反対が多
い。「どちらかといえば」を含む賛否で、反対→賛成となる回答者は皆無であった。保護者
男性は賛成→賛成 15％、賛成→反対 74％、反対→反対 11％、保護者女性は賛成→賛成 9％、
賛成→反対 77％、反対→反対 14％、学生は賛成→賛成 14％、賛成→反対 61％、反対→反
対 25％である。学生は、親が実際に判断する以上に、自分が親だったと仮定した場合のボ
ランティア参加自体への反対が多い。原発の影響がある場合とない場合の違いは学生よりも
6 質問文は「原発の影響」であるが、本来は「原発事故の影響」とすべきであった。しかし、ほ
とんど原発事故の影響と捉えて回答されたと推察している。
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5
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保護者の方でより大きいが、親の場合には建前としての賛成回答があるかもしれない。災害
不安感との関係、その中の原子力施設の事故の不安との関係も、一定の傾向は見られるが、
必ずしも一次元的ではない。
　地震発生直後には生活必需品の購入が増えて商品不足が生じた。消費者庁からは 3月 17
日に「蓮舫消費者担当大臣からの生活関連物資の購買に関するお願い」として、被災地への
生活関連物資の供給の問題に関連して、主に首都圏の店舗の品薄状態に対し、災害不安への
過剰反応が、買い急ぎ、買いだめとの悪循環を生んでおり、消費者の冷静な行動をお願いす
るという旨の文書が出されている。本調査では、地震後の買い物行動について、何か普通よ
りも多く買った、あるいは普段買わないものを買ったり買おうとしたりしたという回答を
「買いだめ傾向あり」と捉えた。保護者男性の 80％、保護者女性の 83％、学生の 70％がこ
れに該当する。質問では買い物の期間も商品も限定しなかったためであろうか、地震直後の
他調査（多くはインターネット調査）よりも高い割合となっている。買いだめ理由として最
も多いのが「非常用が必要と気付いた」であり、保護者男性では 57％（買いだめ傾向あり
の中の割合）、保護者女性は 50％、学生は 39％である。この差は保護者と学生の立場の違
いと言えよう。次に多い理由として「ちょうど切らしていた」があり、これはグループ別に
24％、24％、23％とほぼ同じである。「被災地に送る」は 1％程度にとどまっている。「な
んとなく不安」が学生では 14％と保護者より多いのも、学生の不安感が高い傾向の現れで
あろう。
4．災害時のメディア利用
（1）利用に関わる要因
　災害や危機によって生じる曖昧性や不確実性を解消する第一の手段は、それらを解消する
ための情報探索（information-seeking）を行うことである（Hirschburg et al.,1986）。災
害時には人々のメディア利用や志向性が顕在化するため、このような状況での調査は受け手
研究においても有用なものと位置付けられてきた（Massey,1995; Perez-Lugo,2004）。
　東日本大震災における人々のメディア利用については既に複数の調査が行われており、マ
ス・メディアの利用が重視され続けている一方で、新しいメディアを利用して災害情報・安
否確認を行う状況も少なからず生じていることが示されている（関谷ら , 2012; 執行 , 2011; 
吉次 , 2011）。災害時に人々がマス・メディアから情報を得るというのは、半世紀にわたる数々
の調査で一貫した傾向ではあるが（Bracken et al.,2005; Deutschmann & Danielson, 1960; 
Hirschburg et al.,1986; Ledingham & Walters,1985; Piotrowski & Armstrong,1998）、イ
ンターネットや携帯電話といった新しいメディアの利用度が必ずしも災害時に高いわけでは
ないという指摘もあり（Bracken et al.,2005; Spence et al.,2007）、今回の震災では新しい
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メディアが本格的に利用され始めた可能性がある。
　だが、1章でも指摘したように、「どの手段を用いたか」「どの手段が役立ったか」という
表層的理解では、「災害時には○○が役立つ」という安易な言説を招く危険性がある。むし 
ろ、それらの利用に影響を及ぼした利用者側の要因を明らかにしてメディアと利用者との関
係を捉えることが、災害時のメディア利用を考えるにあたって重要であると考えられる。そ
こで、本章では、情報入手・安否確認手段へのアプローチに影響を与える要因として年齢（世
代）と場所（置かれている状況）を挙げ、地震当日の多様なメディア利用について検討した 
い。
　まず、近年のメディア利用状況を考えるときに、指摘されるひとつの現象として若者のテ
レビ離れが挙げられる。テレビに限らず、インターネット・携帯電話の利用が高い世代のマ
ス・メディア利用は低調である。Hirschburg et al.（1986）は、災害時には平時のメディア
システムへの依存状況（media system dependency）が顕在化するとしているが、そうであ
ればこの世代でもシステム依存状況が示される可能性がある。つまり、若者にはインターネッ
ト・携帯電話への依存（dependency）が存在しており、「災害時にも既存メディアではなく
インターネット・携帯電話を重視する」ことが予想される。
　さらに、事件情報の入手に関する諸研究によれば、メディア利用に影響するのは個人的要
因よりも、情報を入手する必要が生じたときに何をしていたかという状況要因によるところ
が大きい（e.g., Bracken et al.,2005; Deutschmann & Danielson, 1960; Greenberg, 1964）。
つまり、どこで情報を得るかが強い影響を及ぼすというわけである。これに従うと「災害時
のメディア利用は所在場所に規定される」との仮説が成り立つ。
　本章では、地震直後の情報入手・安否確認手段について、それぞれ保護者（親世代）と学
生（子世代）の比較を行い、その後に世代要因・状況要因のいずれが優位であるのかを統計
的手法で明らかにしたい 7。
（2）災害情報の入手
　表 4.1は、「地震発生から 1時間の間に地震や津波の情報を得る手段として使用したもの」
についての世代別の集計である。質問票では、①～⑨のそれぞれの項目について「使った」「（使
おうとしたが停電や輻輳の影響で）使えなかった」「使わなかった」のいずれに当てはまる
7 本章の分析では、世代比較の観点から、年齢が「39歳未満」「無回答」の保護者 5名と「40歳
代」の学生 1名のデータを除き、さらに地理的要因を排除する観点から地震当日に関東にいた回答者に
絞って検討する（したがって、本分析で用いるのは「40～ 69歳」の保護者 410名と「18～ 24歳」学
生 317名のデータである）。なお、2章でも示した通り、同じ質問票を用いてはいるものの、調査の手
続きは保護者と学生で若干異なる。また、保護者の 27.3％（112名）は男性であった。明確な差異が見
られなかったことから本分析では保護者を一括りに扱うが、これらを含む他の要因が分析に影響を及ぼ
している可能性はある。その意味で、本分析は予備的要素を多分に含んでいることを了承されたい。
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かを回答してもらった。表右には、別の質問項目「その中で最初に使用したもの（単一選択）」
の結果も併せた。
　情報入手における保護者と学生の最も大きな違いは「インターネット（携帯電話）」の利
用であり、学生はこれを最も「使った」手段としている。「使えなかった」と合わせると 8
割が利用を試みていることになり、「インターネット（携帯電話）」を通じた情報収集志向が
極めて高いことがうかがえる。学生は約 20％が「インターネット（携帯電話）」を「最初に
使用」とも回答しており、他の手段と比べて保護者との違いが最も大きい 8。
　しかし、それ以外の手段については大きな違いはなく、学生の「テレビ」「ラジオ」といっ
たマス・メディア利用も決して低くない。最も多くの学生が「最初に使用」したものは「テ
レビ」であり、上述した「インターネット（携帯電話）」もこれには及んでいない。これま
での調査研究と同様に、マス・メディアが主たる情報源になっている現状は大きく変化して
いるわけではなく、むしろ学生は多彩なチャンネルで情報収集を図る傾向があると見られる。
表 4.1　情報入手手段（集計）
保護者　n=410 使った 使えなかった 使わなかった 無回答 最初に使用
①テレビ 221 53.9% 109 26.6% 74 18.0% 6 1.5% 210 51.2%
②ワンセグ放送 60 14.6% 83 20.2% 252 61.5% 15 3.7% 33 8.0%
③ラジオ（カーラジオ含む） 99 24.1% 51 12.4% 246 60.0% 14 3.4% 61 14.9%
④インターネット（携帯電話） 69 16.8% 121 29.5% 209 51.0% 11 2.7% 15 3.7%
⑤インターネット（パソコン） 87 21.2% 94 22.9% 218 53.2% 11 2.7% 23 5.6%
⑥館内放送 86 21.0% – – 300 73.2% 24 5.9% 11 2.7%
⑦市町村の無線放送 40 9.8% – – 345 84.1% 25 6.1% 1 0.2%
⑧電話やメールを通じて 174 42.4% – – 221 53.9% 15 3.7% 23 5.6%
⑨直接、口伝えで人から 182 44.4% – – 210 51.2% 18 4.4% 27 6.6%
学生　n=317 使った 使えなかった 使わなかった 無回答 最初に使用
①テレビ 172 54.3% 92 29.0% 51 16.1% 2 0.6% 134 42.3%
②ワンセグ放送 79 24.9% 59 18.6% 176 55.5% 3 0.9% 38 12.0%
③ラジオ（カーラジオ含む） 69 21.8% 40 12.6% 203 64.0% 5 1.6% 17 5.4%
④インターネット（携帯電話） 180 56.8% 73 23.0% 60 18.9% 4 1.3% 63 19.9%
⑤インターネット（パソコン） 52 16.4% 80 25.2% 180 56.8% 5 1.6% 6 1.9%
⑥館内放送 72 22.7% – – 242 76.3% 3 0.9% 12 3.8%
⑦市町村の無線放送 45 14.2% – – 269 84.9% 3 0.9% 2 0.6%
⑧電話やメールを通じて 196 61.8% – – 118 37.2% 3 0.9% 20 6.3%
⑨直接、口伝えで人から 158 49.8% – – 156 49.2% 3 0.9% 17 5.4%
※「最初に使用」の「その他」「無回答」は省略
8 今回の調査では、情報入手手段については「インターネット」と包括した表現を用いており、
それがニュースサイトであるのか、SNSのようなコミュニケーションサイトであるのかというレベルに
は踏み込めていない。
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　では、学生の高い「インターネット（携帯電話）」利用は世代要因として結論づけること
ができるだろうか。あるいは、大きな違いが見られなかった他の手段についても、複数の要
因が互いに影響を打ち消し合っている可能性はないだろうか。
　表 4.2は、世代（保護者／学生）と所在（自宅／勤務先・学校／その他の外出先 9）が、情
報入手手段の利用有無（利用有＝「使った」または「使えなかった」、利用無＝「使わなかっ
た」）にどの程度寄与しているかを数量化Ⅱ類で分析した結果である。表中のカテゴリスコ
アは正の数値が高いほどそのカテゴリが利用にプラスの影響を及ぼしていることを示し、カ
テゴリスコアのレンジはその要因の効果の強さを表している。これを見てもやはり「インター
ネット（携帯電話）」は世代の影響が強いことが分かる。だが、それ以外のほとんどの手段
については、世代ではなく本人の居場所が強い規定因となっている。「ワンセグ放送」「ラジ
オ」といった移動性の高い手段は、やはり「自宅」や「勤務先／学校」ではなく、「その他
の外出先」で利用される傾向が高い。一方で「インターネット（パソコン）」はそれらが設
置されている「勤務先／学校」のスコアが高い。つまり、情報入手の手段に関しては、これ
までの多くの調査研究と同じく「どこにいたか」「何をしていたか」といった状況に左右さ
れると考えられる。「インターネット（携帯電話）」の利用は新しい現象と見ることができるが、
学生の情報入手手段がこれに集中しているわけではないことから、これをもって若者世代に
インターネット・携帯電話へのシステム依存状況があるとするのは早計であると思われる。
表 4.2　各情報入手手段別の利用規定因（数量化Ⅱ類によるカテゴリスコアとレンジ）
要因
情報入手手段
世　代 所　在
相関比
保護者 学生 レンジ 自宅 勤務先・学校 外出先 レンジ
①テレビ 0.007 –0.010 0.017 1.163 –0.991 –0.671 2.154 .099*
②ワンセグ放送 –0.314 0.410 0.724 –1.063 0.441 1.216 2.280 .053*
③ラジオ 0.107 –0.141 0.249 –1.015 0.201 1.459 2.474 .024*
④ネット（携帯電話） –0.850 1.124 1.974 –0.473 0.331 0.372 0.845 .140*
⑤ネット（パソコン） –0.165 0.219 0.384 –0.577 1.485 –0.967 2.451 .010*
⑥館内放送 –0.170 0.217 0.387 –1.204 0.879 0.829 2.083 .163*
⑦市町村の無線放送 –0.455 0.580 1.035 0.918 –0.583 –0.768 1.686 .010*
⑧電話やメール –0.714 0.932 1.647 –0.656 0.193 0.842 1.497 .051*
⑨直接、口伝え –0.323 0.418 0.741 –1.171 1.116 0.487 2.287 .078*
* p<.01
（3）安否確認
　続いて「地震発生から 3時間程度の間（帰宅時間を迎える夕方 6時頃まで）に、安否確認
9 「その他の外出先」とは、交通機関や商業施設を含む屋内外全般を指す。実際の調査項目として
は詳細な分類を行っているが、据置型メディアへのアクセスが困難な場所としてひとつにまとめた。
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の手段として使用したもの」について検討する。表 4.3は、①～⑨のそれぞれの項目につい
て「使った」「（使おうとしたが停電や輻輳の影響で）使えなかった」「使わなかった」のい
ずれに当てはまるかについての回答を求めたものの世代別集計である。表右には、別の質問
項目「その中で最初に使用したもの（単一選択）」も併せた。
　情報入手手段と同様に、ここでも学生は幅広い手段でのアクセスを試みていることが見て
取れる。もちろん、災害時には的確な手段を用いて情報入手・安否確認を行うことが推奨さ
れるため、幅広い手段の利用が情報活用能力の優位を示すというわけではない。だが、「公
衆電話」のような減少傾向にあるツールを学生が少なからず活用したということは、必ずし
も若者世代がインターネット・携帯電話へのシステム依存へと至っているわけではなく、む
しろ多様な選択肢を使いこなしている状況を示唆している。
表 4.3　安否確認手段（集計）
保護者　n=410 使った 使えなかった 使わなかった 使い方・場所
知らない
無回答 最初に使用
①固定電話 134 32.7% 143 34.9% 129 31.5% – – 4 1.0% 42 10.2%
②携帯電話（通話） 184 44.9% 201 49.0% 19 4.6% – – 6 1.5% 160 39.0%
③携帯電話（メール） 277 67.6% 102 24.9% 28 6.8% – – 3 0.7% 161 39.3%
④携帯電話（ＳＮＳ） 15 3.7% 36 8.8% 173 42.2% 175 42.7% 11 2.7% 2 0.5%
⑤パソコン（メール） 34 8.3% 71 17.3% 299 72.9% – – 6 1.5% 6 1.5%
⑥パソコン（ＳＮＳ） 4 1.0% 52 12.7% 218 53.2% 129 31.5% 7 1.7% 0 0.0%
⑦ＩＰ電話 11 2.7% 33 8.0% 224 54.6% 133 32.4% 9 2.2% 0 0.0%
⑧災害用伝言ダイヤル 33 8.0% 27 6.6% 261 63.7% 82 20.0% 7 1.7% 4 1.0%
⑨公衆電話 38 9.3% 27 6.6% 320 78.0% 17 4.1% 8 2.0% 13 3.2%
学生　n=317 使った 使えなかった 使わなかった 使い方・場所
知らない
無回答 最初に使用
①固定電話 79 24.9% 98 30.9% 137 43.2% – – 3 0.9% 20 6.3%
②携帯電話（通話） 150 47.3% 139 43.8% 27 8.5% – – 1 0.3% 122 38.5%
③携帯電話（メール） 212 66.9% 88 27.8% 13 4.1% – – 4 1.3% 94 29.7%
④携帯電話（ＳＮＳ） 192 60.6% 38 12.0% 74 23.3% 10 3.2% 3 0.9% 40 12.6%
⑤パソコン（メール） 7 2.2% 43 13.6% 264 83.3% – – 3 0.9% 2 0.6%
⑥パソコン（ＳＮＳ） 31 9.8% 44 13.9% 228 71.9% 12 3.8% 2 0.6% 1 0.3%
⑦ＩＰ電話 25 7.9% 32 10.1% 220 69.4% 38 12.0% 2 0.6% 4 1.3%
⑧災害用伝言ダイヤル 35 11.0% 17 5.4% 231 72.9% 32 10.1% 2 0.6% 2 0.6%
⑨公衆電話 45 14.2% 22 6.9% 239 75.4% 9 2.8% 2 0.6% 12 3.8%
※「手段」の「その他」、および「最初に使用」の「その他」「無回答」は省略
　一方で、大きな世代間の違いと考えられるものに、「携帯電話（SNS）」「パソコン（SNS）」
に見られるような、学生の高い SNS（social networking sites）利用があげられる。今回の
震災では、mixiや facebook、twitterといった SNSの効用が喧伝されたが、確かにデータ
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からも学生にはその傾向が強いことが示されている。だが、保護者のSNS利用は総じて低く、
必ずしもこれが広い世代に受け入れられた現象であるとは言い難いことも指摘できよう。「携
帯電話（通話）」「携帯電話（メール）」については、両世代で高い利用傾向を示しており、「最
初に使用」したものとしてもこの両者が突出している。携帯電話は安否確認手段の主要ツー
ルとして定着したと見てよいと思われる。
　表 4.4は、世代（保護者／学生）と所在（自宅／勤務先・学校／その他の外出先）が、安
否確認手段の利用有無（利用有＝「使った」または「使えなかった」、利用無＝「使わなかった」
または「知らない」）にどの程度寄与しているかを数量化Ⅱ類で分析した結果である。表中
のカテゴリスコアは正の数値が高いほどそのカテゴリが利用にプラスの影響を及ぼしている
ことを示し、カテゴリスコアのレンジはその要因の効果の強さを表している。
　先に述べた情報入手手段とは異なり、安否確認手段に与える影響は手段によって多様で
ある。世代間比較でも示されたように、「携帯電話（SNS）」「パソコン（SNS）」といった
SNS利用については世代の違いが影響を及ぼしており、「IP電話」「伝言ダイヤル」といっ
た新しい手段も若い世代の方が柔軟に取り入れていることが示されている。また、同じ「携
帯電話」でも、保護者は「通話」、学生は「メール」に、同じ「メール」でも、保護者は「パ
ソコン」、学生は「携帯電話」にプラスの影響を及ぼしている。
　一方、所在の影響については、「自宅」が強く影響している「固定電話」を除くと、その
他の手段は「自宅」にいないことが寄与していることが分かる。先に述べた情報入手手段と
異なり明確な傾向は示されないものの、安否確認については「どこにいたか」「何をしてい
たか」といった状況的要因に加えて、その手段に馴染みがあるか否かという世代要因が強く
関わっていると言える。
表 4.4　安否確認手段別の利用規定因（数量化Ⅱ類によるカテゴリスコアとレンジ）
要因
安否確認手段
世代 所在
相関比
保護者 学生 レンジ 自宅 勤務先・学校 外出先 レンジ
①固定電話 0.509 –0.681 1.190 0.754 –0.014 –1.243 1.997 .033*
②携帯電話（通話） 0.312 –0.412 0.724 –1.034 0.606 0.931 1.965 .020*
③携帯電話（メール） –0.639 0.861 1.500 –0.979 0.855 0.507 1.834 .011*
④携帯電話（ＳＮＳ） –0.860 1.131 1.991 –0.084 –0.022 0.168 0.252 .383*
⑤パソコン（メール） 0.759 –1.012 1.771 –0.478 0.000 0.802 1.280 .017*
⑥パソコン（ＳＮＳ） –0.852 1.132 1.984 –0.271 0.096 0.330 0.601 .022*
⑦ＩＰ電話 –0.646 0.851 1.496 –0.456 –0.200 1.006 1.462 .021*
⑧伝言ダイヤル –0.815 1.080 1.895 –0.710 0.774 0.207 1.485 .001*
⑨公衆電話 –0.159 0.210 0.370 –1.050 0.289 1.376 2.427 .108*
* p<.01
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（4）災害時のリテラシーに向けて
　本章では、地震直後の情報入手・安否確認の手段の世代間比較と、それぞれの手段の利用
に世代・状況のいずれが強い影響を及ぼすかについて検討してきた。情報入手については、
マス・メディアの利用傾向が堅持されており、むしろ若者世代の幅広いメディア利用が明ら
かになった。「インターネット（携帯電話）」による情報入手も活発に行われており、情報管
理の観点からは、今後はインターネットを通じた公的情報の発信を積極的に行うことも求め
られると言えそうである。
　一方、安否確認手段については、携帯電話の利用が両世代で高く、とりわけ学生では
SNS利用が顕著であった。手段の多様化に対応している学生と、新しい手段に馴染みがな
い保護者という二極化現象が見られるが、ゆえにデジタルメディア利用を推進すべきである
というのも短絡的であると思われる。これらの手段を「（使おうとしたが停電や輻輳の影響で）
使えなかった」と回答した者が相当数いたように、災害時には停電・輻輳が生じる可能性が
高く、通信メディアは常にこの問題に向き合い続けている（中村 , 2004）。特に、学生が高
い利用傾向を見せている手段には、総じてこの問題が付きまとっている。東日本大震災でも
SNSが被災周辺地域のメディアであったように（中村 , 2011）、停電が生じる被災地域では
これらの手段が役に立たない可能性もある。
　阪神淡路大震災では携帯電話が、そして今回の東日本大震災では SNSが注目されたよう
に、災害は新たなメディアの活用を促す機会にもなるが、「何が有効か」ではなく「有効な
手段にアクセスできるか」という災害時のリテラシーに関心を向けることが災害時情報を考
える上では重要である。その意味で、学生が幅広い手段を活用する傾向であったことは肯定
的に捉えられるが、これがインターネット・携帯電話へのシステム依存の過渡期現象となる
ことのないように、多様な手段とそれぞれの利用法の理解を促すことが効果的な防災教育に
なると思われる。
5．大学の災害対策等への意見
　2011年 3月 11日は、大学は春休み中で、横浜キャンパスにいた学生も少なかった。登校
していたのは、卒業式ガウン貸出を受ける 4年生とクラブ活動生などに限られていたことも
あり、地震当日夜、停電した学内にとどまったのは 50人ほどで、大学職員と一部教員の努
力により、大きな混乱には至らなかった。しかし、多くの学生が学内にいた場合を考えると、
保護者との連絡や暖房対策、備蓄食料などについて、対策が十分かどうか検討の余地が見え
た。保護者調査の対象は在学 2年次、3年次学生の保護者であり、地震発生当日の大学の対
応と直接に係わった方々は少ないが、大学の災害対策について、大学として保護者の意見を
把握する必要があると考え質問項目を設けた。
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（1）学生と保護者の災害時の連絡、大学の災害時対応への不安感
　連絡手段や災害時の集合場所を決めているかどうかについて、保護者と学生の回答は本来
同じになると思われるが、調査結果からは認識の違いが見えた。保護者の方が決めていると
思っていても、学生の方でそれを受け止めていない例が多いという実態を表している（表
5.1）。
　大学の災害時対応への不安感は、保護者よりも学生の方が多く、「とても不安」と「少し
不安」を合わせると 70％になる（表 5.2）。その不安感がしっかりした備えにつながるとよ
いが、社会的不安感と同様に時流の影響を受けやすい若い女性の特徴によるものであるとも
考えられる。しかし、災害時の大学と保護者との連絡方法についての不安は、学生よりも保
護者の不安傾向が強く、学生はそれほどには不安を感じていないと言える。
保護者 学生 保護者 学生
災害時の連絡手段を決めていますか 大学の災害時対応についての不安
1.  地震の前から決めていた 24.4 15.7 1.  とても不安がある 6.6 13.0 
2.  地震の後に決めた 25.5 21.7 2.  少し不安がある 49.4 56.8 
3.  今も決めていない 45.3 60.9 3.  ほとんど不安はない 37.6 22.6 
その他・無回答 4.8 1.7 4.  まったく不安はない 3.4 6.1 
災害時の集合場所を決めていますか その他・無回答 3.0 1.4 
1.  地震の前から決めていた 42.1 31.6 大学と保護者との連絡についての不安
2. 地震の後に決めた 20.7 14.8 1.  とても不安がある 9.6 8.7 
3.  今も決めていない 35.1 52.5 2.  少し不安がある 52.8 40.6 
その他・無回答 2.1 1.2 3.  ほとんど不安はない 33.0 36.2 
4.  まったく不安はない 2.7 11.3 
注）％は、保護者 439人中、学生 345人中 その他・無回答 1.8 3.2
　不安が高い人ほど備えをしているのか、それとも備えがないので不安なのか、大勢の様子
を見てみるため、数量化Ⅲ類を用いて回答の近さを平面に縮約したのが図 5.1である。保護
者では、「とても不安」は「地震前から決めていた」「地震後に決めた」の間にあり、決めて
いても不安があることが示されている。また、「決めていない」のは「ほとんど不安がない」
こと、「まったく不安がない」は「地震後に決めた」に近く、地震後に決めて不安がなくなっ
た傾向もあることも示されている。一方、学生では、「決めていない」に「とても不安」と
「まったく不安がない」が、中程度の不安は「決めていた」に近い傾向がある。「決めていな
い」のは不安がないからという考えと、「決めていない」ので不安という考えが混ざってい
ると言える。保護者と学生間の連絡の備えと大学の連絡対応への不安感との関係に保護者と
学生で違いがあり、大学の連絡対応を考える上で参考になろう。
表 5.1　保護者と学生の災害時の備え（％） 表 5.2　大学の災害時の備えに対する不安感（％）
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図 5.1　保護者および学生の連絡に関する備えと不安感（数量化Ⅲ類による）
（2）保護者の大学の対策に対するご意見（自由記述回答）
　学生にも同じ質問をしているが、回答方法が主にゼミ教室での集合調査で、時間的な制限
もあり、学生で自由回答が極めて少なかったというところに、その違いが大きく表れている
と思われる。
　保護者では 439人のうちほぼ 3分の 1にあたる 141人から自由記述回答を頂いた。特に
前問で、大学の災害時の備えおよび連絡に対して「かなり不安」と回答した方々は、半数以
上がご意見を記入された。内容を大きくまとめると、次のようになる。
　①　大学の方針や対策を知らないので知らせてほしい（15件）
　②　学内にいる場合は学内にとどめてほしい（45件）
　③　備蓄について（29件）
　④　保護者への連絡手段について（58件）
　⑤　避難訓練や災害時のマニュアルを（14件）
　⑥　その他のご意見（29件）
　括弧内の数字は、自由記述を頂いた 140人のご要望・ご意見・ご提案を含む記述から内
容を読みとり、重複集計した記述件数である。②の災害時には学内にとどめてほしいという
ご意見の中には、「周囲の住民に対しても大学を解放してほしい」というものもあった。③
の備蓄についての記述の内容には、非常食、飲料水、耐寒対策が挙げられ、具体的に「学生
数 ×3日分を」というご意見や精神的サポートに触れるものもあった。一方、「入学時に説
明があり安心した」という記述もあった。④の保護者との連絡については、最も多くのご意
見やご提案があり、その中で最も多く触れられていたのが、安否確認連絡網、メールの一斉
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配信、ウェブを使った安否情報開示などを求める記述であった。また、「常時から連絡を密
にできるように」というご提案がある一方、「大学では学生の自主性も大切」というご意見
もあった。⑤の避難訓練や災害時のマニュアル整備を求めるご意見の中にも、それらの学生
への周知、保護者へのHPなどを通じた公表についてのご提案や、精神的サポートも含めた
シミュレーションのご提案もあった。⑥その他の記述の内容はさまざまで、大学として適切
で落ちついた柔軟な対応を求める総合的なご意見、備蓄のための募金の申し出、正しい行動
がとれる学生、ミッションスクールとして日頃から社会貢献のできる女子の育成を望まれる
ご意見や、地震当日の適切で親切な対応に感謝を記された方もあった。
　それぞれ、貴重なご意見やご提案として受け止めるべきであろう。
6．おわりに
　本稿では、学生と保護者を対象とした調査から、第 3章では災害時を含む社会的な不安感、
第 4章では災害時のメディアの使い方、第 5章では大学の災害時対策に対する考え方につ
いて検討した。不安感は、一般の社会調査と同様、女性の方が不安を強く感じる傾向があり、
保護者世代と学生世代の違いもある。地震発生時に感じた危険感も同様であり、災害への不
安感との相関は高い。しかし学生は不安を感じる割合が高いにも関わらず、災害時の備えに
ついては、親世代よりも十分でないといった面が見られた。また、今回の東日本大地震にお
ける情報入手手段や安否確認手段としての各メディアの利用状況について、学生と保護者の
回答から世代間の比較を試みた。学生世代は新しい手段を柔軟に取り入れていることが示さ
れたが、利用できないという状況が生じやすい面もあり、今後はこの現状にいかに対応して
いくかが重要であろう。
　大学への要望についての自由記述に見られるように、保護者は学生が大学で守られること
を願っており、その際の連絡体制、備蓄等の準備について対策が求められている。メディア
利用の実態からは、災害時の連絡体制を整備する上で十分に考慮すべき内容が示されたと
言ってよいだろう。メディアの技術進歩とともに安定した技術に基づく対策を構築する必要
があると考えている。また、保護者と学生では不安感の現れ方が異なっており、保護者が家
族の連絡を決めていると認識していても、学生は決めてないと認識しているなど、必ずしも
保護者が思うように学生には伝わっていない。こうしたことも考慮して、どのようにその対
策を伝え、いざという時に使えるように、十分に意思疎通するかが大切なことを示唆してい
る。
　この調査は、3月 11日の東日本大地震のほぼ 4か月後に、2年次と 3年次の学生の保護
者と、全学学生のうち協力の得られたゼミの学生を対象に、保護者へは郵送、学生は集合等
の自記式で行ったものであり、親子のペア比較ではない。保護者集団と学生集団の比較であ
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るが、上記のような状況は、十分に意味があると思われる。なお、調査質問項目は「社会調
査演習Ⅰ・Ⅱ」の実習として学生が考えたものも含まれる。本論文で用いた質問項目は、担
当教員 2名の従来の研究に関連したものを提案し、あるいは学生の提案を促したものである。
郵送調査の作業や入力作業等の調査実施上の一連の作業と分析は、同クラスの履修学生たち
によってなされた。学生の分析は残念ながら本論文と重複するところまで至っていない。学
生たちの、大学の災害時対策といったことへの関心の低さも、授業の指導を通して実感する
ところとなった。
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Social Anxiety and Media Uses 
in the Tohoku - Pacific Ocean Earthquake
KOTERA Atsushi, HAYASHI Fumi
Abstract
This article investigates social anxiety and media uses of indirect victims in natural 
disasters. Surveys were conducted after the Tohoku - Pacific Ocean Earthquake in 2011 
and data were collected from undergraduates of ToyoEiwa University and their parents. 
Age and gender differences were examined in social responses such as anxiety 
and related behaviors after the earthquake. The results confirmed prior research in 
the communication field that media preferences in disasters depend on mainly where 
indirect victims are located at the time; however this research also indicates that age 
differences were also a strong predictor of digital media uses.
